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資産をめぐる税務

問答式

■シリーズ相続と贈与に関する税務

《贈与税の非課税財産》

◆

親の土地に子供が家を建て

たとき及び親名義の建物に

子供が増築したときの課税

◆

◇質 問◇

①親の土地に子供が家を建てたとき、

②親名義の建物に子供が増築したときの

贈与税について教えてください。

（東京都・ＮＳ氏）

◆回 答◆

使用貸借の定義は民法593条に規定されて

います。具体的には、「当事者の一方が無償

にて使用及び収益をなしたる後返還をなすこ

とを約して相手方よりある物を受け取ること

によってその効力を生ずる」契約をいいます。

土地の使用貸借の場合、地主（ご質問では

親）がその土地を無償で借受者（ご質問では

子）に使用収益させることになりますが、こ

の場合であっても、その土地に係る通常の必

要経費は借受者負担とされます。

このため、土地の借受者と地主との間に金

銭のやり取りがある場合であっても、その金

額が借り受ける土地の固定資産税等相当額以

下の額にすぎないときは、使用貸借に該当し

ます。これに対し、土地の借受けについて地

代のやり取りがない場合であっても、権利金

などのやり取りがあるときは、土地を無償で

使用収益させたことにはならないので、使用

貸借には該当しません。

使用貸借に係る土地の相続税や贈与税の課

税については、建物等の所有を目的として使

用貸借による土地の借受けがあった場合、借

地権の設定に際しその設定の対価として権利

金等を支払う取引上の慣行がある地域におい

ても、相続税や贈与税の計算上は、その土地

の使用貸借に係る使用権の相続税評価額はゼ

ロとして取り扱われます。



建物の所有を目的とする土地の使用貸借は、

夫婦や本問のような親子などの親族間で行わ

れる場合がほとんどです。このような場合は、

土地に貸主と借主との間に利害関係の対立が

ないことから、地代はもとより権利金などを

支払うことは通常ありえません。したがって、

これらの親族間での土地の使用貸借は、通常、

他人間における土地の賃貸借のような土地の

使用権に対する強い権利意識もないでしょう。

さらに土地の使用貸借は無償取引であるこ

とから、建物の所有を目的とする場合であっ

ても借地借家法の適用がなく、借地権のよう

な強い法的保護が受けられません。また、使

用貸借は当事者間の対人関係を重視しており、

借主の死亡により終了します(民法599条）。

このように、使用貸借による土地の使用権は、

その経済的交換価値において借地権に比べて

極めて弱いものといえます。

そこで、建物等の所有を目的として使用貸

借による土地の借受けがあった場合、借地権

の設定に際してその設定の対価として権利金

等を支払う取引上の慣行がある地域において

も、相続税評価においては、その土地の使用

貸借に係る使用権の価額はゼロとして取り扱

うこととしています。

上述したように、使用貸借による使用権の

価額はゼロとされます。したがって、借地権

の設定に際して対価として権利金等を支払う

取引上の慣行がある地域において行われた使

用貸借による土地の借受けであっても、税務

上は地主から借受者に借地権の贈与があった

とはされず、借受者に対して贈与税が課税さ

れることはありません。

なお、使用貸借による土地の借受けがあっ

た場合、その借受者はその土地を無償で使用

収益することから、将来にわたって地代相当

額につき地主より経済的利益を受けることに

なります。この経済的利益を受けることにつ

いて、借受者に対し贈与税が課税されるおそ

れがあります。しかし税務上は、その利益を

受ける金額が少額である場合や課税上弊害が

ないと認められる場合には、あえて課税しな

くてもよいとされています。

ご質問の①について

親の土地を使用貸借して子供が家を建てた

場合、子供が親から借地権相当額の贈与を受

けたことになるのではないかという疑問が生

じます。しかし、使用貸借による土地を使用

する権利の価額はゼロとして取り扱われてい

ますので、この場合、子供が借地権相当額の

贈与を受けたとして贈与税が課税されること

はないものと考えます。

この使用貸借されている土地は、将来親か

ら子供が相続する時に相続税の対象となりま

す。相続税の計算のときのこの土地の価額は、

他の人に賃貸している土地ではなく自分が使

っている土地として評価されます。つまり、

貸宅地としての評価額ではなく自用地として

の評価額になります。

ご質問の②について

親名義の建物に子供が増築した場合、親が

子供に対して対価を支払わないときには、親

は子供から増築資金相当額の利益を受けたも

のとして贈与税が課税されることになります。

しかし、子供が支払った増築資金に相当す

る建物の持分を親から子供へ移転させて共有

とすれば、贈与税は課税されません。

なお、この場合、親から子供への建物の持

分の移転は、親から子供に対する譲渡となり、

譲渡利益が生じるときは譲渡所得の課税対象

になりますが、共有とするための譲渡及び親

子間の譲渡であることから、居住用財産を譲

渡した場合の特例は適用できません。



■シリーズ譲渡に関する税務

《借地権の譲渡》

◆

マンションや戸建てなどの

不動産を売却した際の不動

産売却益の計算法について

◆

◇質 問◇

マンションや戸建てなどの不動産を売

却した際の不動産売却益は、どのように

計算されるのでしょうか｡

（東京都・ＵＨ氏）

◆回 答◆

不動産売却益とは、不動産売却によって発

生した利益を指す言葉です。不動産の売却価

格と、不動産の購入から売却に至るまでにか

かった費用(不動産の購入費、不動産会社へ

の仲介手数料、リフォーム代など)の差額分

が不動産売却における利益に該当します。

不動産売却益が発生した場合、不動産譲渡

所得税という名目で、所得税と住民税を納税

しなければなりません。

税制上における不動産売却益は、以下の計

算式によって算出します。

不動産売却益＝

売却価格－(取得費＋諸経費)－特別控除

取得費とは不動産を取得するのにかかった

費用を表すものです。

・実額法：取得にかかった費用の総額－減価

償却費

・概算法：売却金額×５％

上記の二つの計算方式で算出しますが、ど

ちらか高額な方が取得費になります。取得に

かかった主な費用としては、以下のものがあ

げられます。

・購入代金

・建築費用

・購入時の仲介手数料

・不動産取得税(不動産の購入時に発生する

税金)

・登記費用(登録免許税や司法書士等への報

酬金)

・住宅ローン保証料(ローンの返済不能の際

に保証会社に代わりに返済してもらうため

の代金)

実額法で取得費を計算するためには、減価

償却費を計算する必要があります。減価償却

とは、時間の経過と共に劣化していく資産を

購入した際に、購入代金を一定年数に分けて

経費として計上する計算方式です。

・建物の購入価格の確認

・耐用年数の計算

・償却率の計算

・減価償却費＝建物の購入価格×償却率



① 建物の購入価格の確認

減価償却費は上記の４つの手順で計算して

いきます。まず最初に建物の購入価格につい

て求めますが、建物の購入価格については不

動産会社にて確認してください。

② 耐用年数の計算

続いて耐用年数について計算していきます

が、耐用年数を求めるためには、「減価償却

資産の耐用年数表｜国税庁」を元に売却する

不動産の法定耐用年数について確認する必要

があります。

<主な法定耐用年数>

鉄骨鉄筋コンクリート：47年

れんが造：38年

木造：22年

法定耐用年数と築年数を元に、耐用年数を

求めますが計算方法に関しては以下の通りに

なります。

・築年数

法定耐用年数を全て経過

・耐用年数の計算式

法定耐用年数×0.2(端数切り捨て)

・築年数

耐用年数を全て経過していない

・耐用年数の計算式

(法定耐用年数-築年数)＋築年数×0.2(端

数切り捨て)

③ 償却率を計算

次に、耐用年数を元に「減価償却資産の償

却率表｜国税庁」から償却率を求めます。不

動産を取得した年月日が平成19年４月１日以

降か平成19年３月31日以前かによって償却率

は異なるので、取得日を確認した上で償却率

を確認します。

④ 減価償却費の計算

建物の購入価格と償却率から減価償却費を

求めることができます。

減価償却費＝建物の購入価格×償却率

諸経費

諸経費は不動産を売却するのにかかった費

用の総額です。諸経費に含める主な費用は、

以下のようなものです。

・売却時の仲介手数料

・印紙税

・登記費用(登録免許税や司法書士等への報

酬金)

・測量費用

・立ち退き費用(賃貸物件として貸し出して

いた場合)

・取り壊し費用

・リフォーム代

特別控除

特別控除とは、不動産譲渡益から一定額を

差し引くことができる制度です。控除の内容

や条件は以下の通りになりますが、マイホー

ムを売却する方は、3,000万円の控除を受け

ることができると思ってください。

・公共事業のための土地・建物の売却

5,000万円

・住居用の土地・建物の売却

3,000万円

・特定土地区画整理事業のための土地の売却

2,000万円

・特定住宅造成事業のための土地の売却

1,000万円

・農地保有の合理化のための土地の売却

800万円



■資産の評価に関する税務

《株式及び証券等の評価》

◆

資産運用の一つとして銀行

等で投資信託を保有してい

る私に相続が発生した場合

◆

◇質 問◇

銀行や証券会社で投資信託を保有して

いますが、将来相続が発生した場合の評

価方法はどのようになるのでしょうか。

（東京都・ＨＹさん）

◆回 答◆

投資信託の種類に応じて、以下の３通りの

方法によって評価することになります。

１．中期国債ファンド、MMF等の日々決算型

証券投資信託

１口当たりの基準価額×口数＋再投資され

ていない未収分配金（Ａ）－（Ａ）につき課税

されるべき所得税相当額－解約手数料・信

託財産留保額（消費税込）

財産評価基本通達では、日々決済型の投資

信託について上記のような評価方法によるこ

ととされています。

・MRF

MRFの場合、亡くなった日における残高証

明書記載の金額が相続税評価額だと考えて問

題ありません。

2019年10月時点のMRFの年換算の利回りは、

0.0000%となっています。未収分配金が発生

しないので源泉徴収される金額もありません。

MRFであれば解約時の手数料がかかることも

ありません。

・外貨MMF

外貨MMFは、MRFと比べて利回りが高くなっ

ています。為替も利回りも変動しますので正

確な評価をするためには証券会社に計算をし

てもらう必要があります。少額であれば自分

で概算で計算することも可能です。

相続発生後に届いた取引残高報告書から亡

くなった月の月末に再投資された口数を確認

します。月初から相続発生日までの日数に応

じて日割り計算した口数を相続発生時点の単

価に乗ずればおおよその評価額完成です。

外貨MMFは、一般的に解約時の手数料がか

かりません。気になる方は証券会社に確認を

することをお勧めします。

２．上場されている証券投資信託（ETF、REIT

など）

上場株式の評価方法に準じ、評価を行いま

す。つまり、次の４つのうち最も低い価額で

評価します。

①亡くなった日の終値

②亡くなった月の終値平均



③亡くなった月の前月の終値平均

④亡くなった月の前々月の終値平均

証券会社の残高証明書に、これら４つの終

値が参考資料として記載されていることが多

いです。残高証明書に記載されていないよう

な場合には、自分で調べる必要があります。

亡くなった日が土日や連休中などで証券取

引がない場合には、亡くなった日に最も近い

日の終値を使います。日曜日に亡くなった方

の場合、翌日の月曜日の終値を亡くなった日

の終値とすることになります。

後述する一般的な投資信託の場合とは異な

りますのでご注意ください。一般的な投資信

託の場合、亡くなった日前の最も近い基準日

を使うことになっています。

さらに、亡くなった日に最も近い終値が２

つある場合には、これらの平均によって亡く

なった日の終値として評価することになりま

す。

３．その他の投資信託

１口当たりの基準価額×口数－課税時期に

解約請求した場合に課税される所得税相当

額（※）－解約手数料・信託財産留保額（消

費税込）

日々決済型の証券投資信託の受益証券、上

場投資信託以外の一般的な投資信託の評価は、

上記の方法によって評価をすることとされて

います。投資信託は１万口あたりの基準価格

が公表されていることが一般的です。「１口

あたり」を「１万口あたり」と読み替えて計

算するようにしましょう。

特に源泉徴収金額と解約時の手数料を考慮

するのを忘れないようにしてください。

亡くなった時点の基準価格と口数は、相続

発生時点の残高証明書があると簡単に確認が

可能です。残高証明書を取得していない場合

には、取引している証券会社等にて亡くなっ

た日の基準価格を調べる必要があります。

また、相続開始時点で未収分配金がある場

合、未収分配金を計上することにも注意が必

要です（決算日及び受渡日を確認することで

調査することができます）。

亡くなった日が土日など基準価格がない場

合には、亡くなった日より前で亡くなった日

に最も近い日の基準価格を使います。亡くな

った日が連休中だとすると、連休前で最も近

い日の基準価格を使います。連休明けの基準

価格の方が亡くなった日に近いのですが、一

般の投資信託の評価においては亡くなった日

より前の基準価格でないと使うことができま

せんのでご注意ください。

亡くなった日に解約していたとした場合に

源泉徴収される所得税や住民税等を相続税評

価額から控除することが可能です。これは、

絶対に忘れないようにしてください。

上場株式や土地・建物等の不動産の相続税

評価額ではありえない特別な考え方です。亡

くなった日時点で売却していないにもかかわ

らず、売却していたとした場合の税金を控除

してくれるわけです。

含み益の20.315％の税金相当を評価額から

控除することが可能です。

亡くなった日時点で含み損となっている投

資信託は、なんら考慮されませんのでご注意

ください。例え相続後に解約した時点で利益

が出ていたとしても、亡くなった日（相続発

生日）の評価が変わることはありません。

評価したい投資信託をいくらで購入したの

かは、直近の取引残高報告書等を確認すれば

参考価格等として表示されていることが多い

のではないかと思いますが、必要であれば、

証券会社にてご確認ください。



□判・審判事例特報

①債務保証をした事実はないこと及び
②譲渡代金が借入金の返済に充てられ
ていないことから、本件土地の譲渡に
つき、所得税法第64条第２項に規定す
る保証債務の特例を適用することはで
きない

棄却

〔国税不服審判所＝平成21年６月５日

・裁決〕

□問 題

《事 実》
平成18年分の譲渡所得について特例が

適用されるとして更正の請求をした

(1) 事案の概要

請求人が、平成18年分の土地の譲渡所得に

ついて、所得税法第64条《資産の譲渡代金が

回収不能となった場合等の所得計算の特例》

第２項の規定による特例が適用されるとして

更正の請求をしたのに対し、原処分庁が、当

該特例の適用はないとして更正をすべき理由

がない旨の知処分をしたことから、請求人が、

その全部の取消しを求めた。

(2) 審査請求に至る経緯

イ 請求人は、平成18年分の所得税について、

確定申告書に別表１の「確定申告」欄のと

おり記載して、法定申告期限までに申告し

た（以下、この申告を本件申告という）。

ロ 原処分庁は、平成19年６月15日付で別表

１の「更正処分」欄のとおり、雑所得の金

額に誤りがあったこと及び定率減税額が控

除されていなかったことを理由に減額の更

正処分をした。

ハ その後、請求人は、平成20年１月15日、

平成18年分の譲渡所得について、所得税法

第64条第２項の規定による特例（以下、本

件特例という）が適用されるとして、別表



１の「更正の請求」欄のとおりとすべき旨

の更正の請求（以下、本件更正の請求とい

う）をした。

ニ これに対し、原処分庁は、平成20年６月

30日付で更正をすべき理由がない旨の通知

処分（以下、本件通知処分という）をした。

ホ 請求人は、本件通知処分に不服があると

して、平成20年７月31日に異議申立てをし

たところ、異議審理庁は、同年９月25日付

で棄却の異議決定をした。

ヘ 請求人は、異議決定を経た後の原処分に

不服があるとして、平成20年10月23日に審

査請求をした。

(3) 関係法令等の要旨

１ 国税通則法第23条《更正の請求》第１項

は、納税申告書を提出した者は、当該申告

書に記載した課税標準等若しくは税額等の

計算が国税に関する法律の規定に従ってい

なかったこと又は当該計算に誤りがあった

ことにより、当該申告書の提出により納付

すべき税額が過大であるとき等に該当する

場合には、当該申告書に係る国税の法定申

告期限から１年以内に限り、税務署長に対

し、その申告に係る課税標準等又は税額等

につき更正をすべき旨の請求をすることが

できる旨規定している。

２ 所得税法第64条第２項は、保証債務を履

行するため資産の譲渡があった場合におい

て、その履行に伴う求償権の全部又は一部

を行使することができないこととなったと

きは、その行使することができないことと

なった金額は、譲渡所得の金額の計算上、

なかったものとみなす旨規定し、同条第３

項は、前項の規定は、同法第152条《各種

所得の金額に異動を生じた場合の更正の請

求の特例》の規定による更正の請求をする

場合を除き、確定申告書に同項の規定の適

用を受ける旨その他財務省令で定める事項

の記載がある場合に限り、適用する旨規定

している。

３ 所得税法第152条は、確定申告書を提出

し、又は決定を受けた居住者は、当該申告

書又は決定に係る年分の各種所得の金額に

つき同法第64条に規定する事実その他これ

に準ずる政令で定める事実が生じたことに

より、国税通則法第23条第１項各号の事由

が生じたときは、当該事実が生じた日の翌

日から２月以内に限り、税務署長に対し、

同法第23条第１項の規定による更正の請求

ができる旨規定している。

４ 所得税基本通達64－４《保証債務の履行

の範囲》は、所得税法第64条第２項に規定

する保証債務の履行があった場合とは、民

法第446条《保証人の責任等》に規定する

保証人の債務又は同法第454条《連帯保証

の場合の特則》に規定する連帯保証人の債

務を履行した場合のほか、次に掲げる場合

も、その債務の履行等に伴う求償権を生ず

ることとなるときは、これに該当するもの

とする旨定めている。

(1) 不可分債務の債務者の債務の履行があ

った場合

(2) 連帯債務者の債務の履行があった場合

(3) 合名会社又は合資会社の無限責任社員

による会社の債務の履行があった場合

(4) 身元保証人の債務の履行があった場合

(5) 他人の債務を担保するため質権若しく

は抵当権を設定した者がその債務を弁済し

又は質権若しくは抵当権を実行された場合

(6) 法律の規定により連帯して損害賠償の

責任がある場合において、その損害賠償金

の支払があったとき

５ 所得税基本通達64－５《借入金で保証債

務を履行した後に資産の譲渡があった場合》

は、保証債務の履行を借入金で行い、その



借入金（その借入金に係る利子を除く）を

返済するために資産の譲渡があった場合に

おいても、当該資産の譲渡が実質的に保証

債務を履行するためのものであると認めら

れるときは、所得税法第64条第２項に規定

する「保証債務を履行するため資産の譲渡

があった場合」に該当するものとする旨定

め、なお、借入金を返済するための資産の

譲渡が保証債務を履行した日からおおむね

１年以内に行われているときは、実質的に

保証債務を履行するために資産の譲渡があ

ったものとして差し支えない旨定めている。

(4) 基礎事実

以下の事実は、請求人及び原処分庁の間に

争いがなく、審判所の調査の結果によっても

その事実が認められる。

イ 請求人は、昭和45年11月23日付の売買契

約により、○○○から、Ｐ市ｐ町100番の

宅地○○○○㎡（以下、本件土地という）

を取得した。

ロ 請求人の妹Ａ及びその夫Ｂ（以下、この

２名を合わせてＡらという）は、平成４年

１月17日、Ｑ市ｑ町200番の宅地及びその

宅地上に存する建物（以下、これらを併せ

てＱ市物件という）を、共有（共有持分各

２分の１）で取得した。

ハ Ａらによる借入れ

（ｲ） Ａらは、平成４年２月３日、Ｃ銀行か

ら、連帯して10,000,000円を借り入れ、Ｑ

市物件に、別表２の順号１のとおり、Ｃ銀

行を抵当権者とする抵当権を設定した。

（ﾛ） Ｂは、平成４年２月20日、Ｅ社（以下、

Ｃ銀行と併せてＣ銀行等という）との間で、

保証委託契約を締結し、Ｑ市物件に、別表

２の順号２のとおり、Ｅ社を抵当権者とす

る抵当権を設定した。

（ﾊ） Ｂは、平成４年２月３日、Ｆ社から、

17,400,000円を借り入れ、請求人は、上記

借入金債務を連帯保証した（以下、本件保

証債務という）。

Ａらは、上記借入金債務を担保するため、

Ｑ市物件に、別表２の順号３のとおり、Ｆ

社を抵当権者とする抵当権を設定した。

ニ Ｆ社は、平成８年10月１日、Ｇ社に対し

て、Ｂに対する貸付金債権を譲渡した。こ

れにより別表２の順号３の抵当権は、同表

の順号４のとおり、Ｇ社に移転した。

ホ 請求人は、平成14年11月５日、Ｈ（請求

人の妻の姉）及びＪ（請求人の妻の妹）か

ら各3,000,000円を借り入れ（以下、これ

らの借入金を本件各借入金という）、同月

７日、本件各借入金のうちの5,500,000円

及び自己資本により、Ｇ社に対し、Ｂの借

入金残高15,312,393円を代位弁済した。こ

れにより別表２の順号４の抵当権は、同表

の順号５のとおり、請求人に移転した。

ヘ 請求人は、平成16年７月12日、Ａらから、

Ｑ市物件を代金12,000,000円で買い受ける

旨の売買契約を締結し、同月○日、所有権

移転登記をした。

ト 請求人は、平成16年10月21日及び同月22

日、Ｋ（請求人の弟）、Ｌ（請求人の妹）

及びＭ（請求人の姉）から各2,000,000円

を借り入れ（以下、これらの借入金と本件

各借入金を併せて本件各借入金等という）、

当該借入金及び自己資金により、同月27日、

Ｃ銀行に対して10,877,590円、Ｅ社に対し

て1,122,410円の合計12,000,000円を弁済

した。これにより別表２の順号１及び２の

抵当権は消滅した。

チ 請求人は、平成18年１月29日付の売買契

約により、本件土地をＮに代金30,000,000

円で譲渡し（以下、この譲渡を本件譲渡と

いい、本件譲渡に係る譲渡代金を本件譲渡



代金という）、同日、手付金1,000,000円を、

同年４月27日、残金29,000,000円を、それ

ぞれ受領した。

リ 請求人は、平成18年８月７日、Ｈ及びＪ

に各3,000,000円を現金で返済し、同月13

日ころ、Ｋ、Ｌ及びＭに各2,000,000円を

現金で返済した。

ヌ 請求人は、平成20年１月10日付でＡらに

対し、「平成14年11月７日に保証債務を履

行した際の求償権である金15,312,393円」

及び「平成16年10月27日に保証債務を履行

した際の求償権である金12,000,000円」の

債権を放棄する旨記載した「債務放棄通知

書」と題する書面を送付した。

ル 請求人は、本件更正の請求において、上

記ホのＧ社への代位弁済及び上記トのＣ銀

行等への支払は保証債務の履行であり、本

件譲渡は当該保証債務の履行に充てた本件

各借入金等（合計12,000,000円）の返済の

ための譲渡であって、実質的に保証債務の

履行のための資産の譲渡であるから、本件

特例が適用されるとして、本件譲渡に係る

譲渡所得の金額を計算した。

(5) 争点

争点１ C銀行等に対する支払は、所得税法

第64条第２項に規定する保証債務の履行に

当たるか。

争点２ 本件譲渡は、同条項に規定する「保

証債務を履行するため資産の譲渡があった

場合」に当たるか。

請求人の主張

Ｃ銀行等に支払った12,000,000円は主

たる債務者をＢとする保証債務の履行

(1) 争点１について

平成16年10月27日にＣ銀行等に支払った合

計12,000,000円は、主たる債務者をＢとする

保証債務の履行である。

(2) 争点２について

請求人は本件土地を譲渡し、その譲渡代金

によって保証債務を履行するつもりであった

が買手が見つからず、直ちに譲渡することが

できなかったためやむを得ずＨ及びＪから各

3,000,000円、Ｋ、Ｌ及びＭから各2,000,000

円を借り入れ、これらの借入金と自己資金に

よってF社及びＣ銀行等の保証債務を履行し

たものである。そして、これらの借入金は、

本件譲渡後、手持ち現金により返済したが、

以上の経緯からすると、本件譲渡は、実質的

に保証債務を履行するためのものというべき

であり、「保証債務を履行するため資産の譲

渡があった場合」に該当する。

原処分庁の主張

1,200万円はＡらに支払われるべき譲

渡代金が各抵当権者に弁済されたもの

(1) 争点１について

請求人が平成16年10月27日にＣ銀行等に支

払った合計12,000,000円は、Ｑ市物件の売主

であるＡらに支払われるべき譲渡代金が直接

各抵当権者に弁済されたものであって、保証

債務の履行をしたものとは認められない。

(2) 争点２について

保証債務の履行を他からの借入金によって

行い、その後その借入金を返済するために資



産を譲渡したような場合であっても、実質的

に見て保証債務の履行のための資産の譲渡と

認められるものについては、例外的に本件特

例が適用されるが、本件では、本件譲渡代金

が借入金の返済に充てられた事実は認められ

ないから、本件譲渡は、「保証債務を履行す

るため資産の譲渡があった場合」に該当しな

い。

■結 論

《裁 決》

Ａらに支払うべき売買代金を抵当権消

滅請求のために支払ったに過ぎない

(1) 争点１について

イ 法令解釈

所得税法第64条第２項は、保証人が、求償

権の行使により最終的な経済的負担は免れう

るとの予期のもとで保証契約を締結したにも

かかわらず、一方で保証債務の履行のために

資産の譲渡を余儀なくされ、他方で主債務者

の無資力等により、予期に反して求償権の行

使が不能となった場合には、その資産の譲渡

に係る所得に対する課税を、求償権が行使で

きなくなった限度で差し控えるべきであると

いう趣旨の規定である（東京高判平成７年９

月５日税務訴訟資料213号553頁等参照）。

上記趣旨に照らせば、本件特例を適用する

ためには、①債務の保証をしたこと、②保証

債務の履行のために資産を譲渡したこと、③

保証債務を履行したこと及び④履行に伴う求

償権の全部又は一部を行使することができな

くなったことの４つの実体的要件が必要であ

ると解される。

そして、上記実体的要件にいう保証債務の

解釈について、所得税基本通達64－４は、保

証債務の履行があった場合とは、民法第446

条《保証人の責任等》に規定する保証人の債

務又は同法第454条《連帯保証の場合の特

則》に規定する連帯保証人の債務を履行した

場合のほか、上記《関係法令等の要旨》の４

の(1)ないし(6)に掲げる場合も、その債務の

履行等に伴う求償権を生ずることとなるとき

は、これに該当するものとしている。

これは、狭義の保証債務の履行のほか、上

記《関係法令等の要旨》の４の(1)ないし(6)

の各場合にも、狭義の保証債務の履行と同様

の事情があるといえるから、上記趣旨が妥当

し、本件特例の適用を認めるべきであるとの

判断に基づくものと解され、審判所も、上記

通達の解釈が相当であると解する。

ロ 認定事実

(ｲ) 請求人は、上記《基礎事実》のヘのと

おり、ＡらからＱ市物件を代金12,000,000

円で買い受けたが、その際、当該代金をＱ

市物件に設定されている抵当権の抵当権者

に対して、民法第379条《抵当権消滅請求》

以下に規定する抵当権消滅請求の方法によ

り支払う旨の合意をした（平成16年７月12

日付不動産売買契約証書第５条第２項）。

なお、上記売買契約証書には、「民法第

378条以下の規定による抵当権消滅請求」

との記載があるが、民法第378条《代価弁

済》は代価弁済に関する規定であり抵当権

消滅請求に関する規定ではないから、「民

法第379条」の誤記であると解する。

(ﾛ) 請求人は、平成16年８月３日付で、①

Ｑ市物件を請求人が取得した旨、②Ｃ銀行

等はＱ市物件に抵当権を有している旨及び

③第三取得者である請求人は、民法第384

条《債権者のみなし承諾》の規定に従い、



Ｃ銀行等が本書面受領の日より２か月以内

に競売の申立てをしないときは、Ｑ市物件

の代価として金1,200万円（土地につき900

万円、建物につき300万円）を供託する旨

記載した「通知書」と題する書面により、

Ｃ銀行等に対し、上記②の抵当権の消滅を

請求する旨を通知した。

(ﾊ) 請求人は平成16年10月27日、上記《基

礎事実旨》のトのとおり、抵当権者である

Ｃ銀行等に対する弁済をし、別表２の順号

１及び２の抵当権は消滅した。

ハ 当てはめ

請求人は、上記ロのとおり、Ｑ市物件にＣ

銀行等のために抵当権が設定されていること

を認識しながらこれを買い受け、売主である

Ａらに本来支払うべき売買代金12,000,000円

を、抵当権消滅請求のために、Ｃ銀行等に対

して支払ったにすぎないから、請求人が、Ａ

らのＣ銀行等に対する債務の保証をした事実

はない。また、Ｃ銀行等に対する支払は、上

記《関係法令等の要旨》の４の(1)ないし(6)

のいずれの場合にも該当せず、狭義の保証債

務の履行と同様の事情があるとはいえない。

したがって、Ｃ銀行等に対する支払は、上

記イの実体的要件①及び③を満たさず、保証

債務を履行した場合に該当しない。

(2) 争点２について

イ 法令解釈等

本件特例を適用するためには、上記(1)の

イのとおり、４つの実体的要件が必要とされ

るところ、上記趣旨からすれば、実体的要件

②を満たすといえるためには、資産の譲渡に

よる収入と保証債務の履行との間に、資産の

譲渡による収入が保証債務の履行に充てられ

たという因果関係が認められることが必要で

ある。

したがって、保証債務の履行を他からの借

入金によって行い、その後、その借入金を返

済するために資産を譲渡した場合は、原則と

して「保証債務を履行するため資産の譲渡が

あった場合」に該当しない。

もっとも、資産の譲渡に長期間を要するよ

うな場合において、やむを得ず借入金でその

保証債務を履行した後、社会通念上相当な期

間内に資産を譲渡してその借入金を返済した

場合のように、実質的にみて保証債務の履行

のための資産の譲渡と認められるものについ

ては、例外的に本件特例が適用されるものと

解する。

所得税基本通達64－５も、同様の解釈に基

づき、借入金を返済するための資産の譲渡が

保証債務を履行した日からおおむね１年以内

に行われているときは、実質的に保証債務を

履行するために資産の譲渡があったものとし

て差し支えない旨定めている。

ロ 認定事実

請求人の審判所に対する答述によれば、以

下の事実が認められる。

(ｲ) 請求人は、本件土地を、将来自宅を建

てる目的で取得したが、平成14年当時、何

ら利用していなかった。

請求人は、平成14年の本件保証債務の履

行直後、不動産業者数社に本件土地の売却

を依頼した。平成16年末ころにＲ市にある

Ｔ社という業者と専任媒介契約を締結し、

平成18年に売買に至った。売却に時間がか

かったのは価格面での折り合いがつかなか

ったためである。

(ﾛ) 本件譲渡に係る売買契約はＵ銀行Ｗ支

店で行い、その際、請求人は、本件譲渡代

金のうち1,000,000円を手付金として受領

し、銀行口座に入金せずに現金で保管して

いた。



また、本件譲渡代金の残金29,000,000円

は、平成18年４月27日、Ｕ銀行Ｘ支店の請

求人名義の普通預金口座に振り込まれた。

(ﾊ) 請求人は本件各借入金等を、上記《基

礎事実》のリのとおり返済したが、この返

済は手持ち現金により行われており、本件

譲渡代金は、本件各借入金等の返済に充て

られていない。

ハ 当てはめ

(ｲ) 請求人は上記《基礎事実》のハの(ﾊ)の

とおり、ＢのＦ社に対する債務を連帯保証

しているから、Ｆ社の債権譲渡先であるＧ

社に対する請求人による支払は、上記(1)

のイの実体的要件の①及び③を充足する。

(ﾛ) しかし、請求人は、上記《基礎事実》

のホ及びチのとおり、本件各借入金のうち

の5,500,000円及び自己資金により、Ｇ社

に対する代位弁済をしており、本件譲渡は

上記代位弁済後になされているから、本件

譲渡代金が直接保証債務の履行に充てられ

たわけではない。

したがって、上記(1)のイの実体的要件

②を充足するというためには、上記イのと

おり、本件譲渡が実質的にみて保証債務の

履行のための資産の譲渡と認められること

が必要である。

(ﾊ) これを本件についてみると、上記《基

礎事実》のホのとおり、本件各借入金のう

ち5,500,000円は本件保証債務の履行に充

てられたものと認められるが、本件譲渡は、

本件保証債務の履行から３年以上経過して

から行われている上、本件各借入金の返済

は、上記ロの(ﾊ)のとおり、自己資金によ

り行われており、本件譲渡代金が本件各借

入金の返済に充てられた事実は認められな

い。

なお、請求人は、審判所に対し、本件各

借入金の返済に充てた自己資金には、本件

譲渡代金の手付金1,000,000円が含まれて

いる旨答述するが、これを裏付ける客観的

証拠は何ら存在しないところ、手付金の受

領から本件各借入金の返済まで約７か月が

経過していることも考慮すると、現金の同

一性に疑義があるといわざるを得ず、上記

答述は採用することができない。

以上によれば、本件譲渡は、実質的に保

証債務を履行するための資産の譲渡であっ

たとはいえず、本件譲渡代金と本件保証債

務の履行との間に因果関係は認められない

から、上記(1)のイの実体的要件②を充足

しない。

(ﾆ) したがって、本件譲渡は「保証債務を

履行するため資産の譲渡があった場合」に

は該当しない。

(3) 本件通知処分について

以上のとおり、Ｃ銀行等に対する支払は、

保証債務の履行とは認められず、本件譲渡は

「保証債務を履行するため資産の譲渡があっ

た場合」に該当しないから、本件譲渡につい

て本件特例を適用することはできない。

したがって、本件更正の請求に対し、更正

をすべき理由はないとした本件通知処分は適

法である。

(4) 原処分のその他の部分については、審

判所に提出された証拠資料等によってもこ

れを不相当とする理由は認められない。

参照条文等＝所得税法第64条第２項、所得税

基本通達64－４



別 表１

審査請求に至る経緯

区 分

確定申告 更正処分 更正の請求
項 目

総所得金額（雑所得の金額） ○○○○ ○○○○ ○○○○

分離長期譲渡所得の金額 ○○○○ ○○○○ ○○○○

株式等の譲渡所得の金額 ○○○○ ○○○○ ○○○○

所得から差し引かれる金額 ○○○○ ○○○○ ○○○○

算出税額 ○○○○ ○○○○ ○○○○

定率減税額 ○○○○ ○○○○ ○○○○

源泉徴収税額 ○○○○ ○○○○ ○○○○

納付すべき税額 ○○○○ ○○○○ ○○○○

(単位:円)

別 表２

抵当権の状況

順 号 登記の目的 受付年月日 原 因 権利者その他の事項

平成４年２月３日 債権額 1,000万円

１ 抵当権設定 平成４年２月○日 金銭消費貸借同日設定 連帯債務者 Ａ、Ｂ

抵当権者 Ｃ銀行

平成４年２月20日 債権額1,320万円

２ 抵当権設定 平成４年２月○日 保証委託契約による 債務者 Ｂ

求償債権同日設定 抵当権者 Ｅ社

平成３年12月13日 債権額 1,740万円

３ 抵当権設定 平成４年３月○日 金銭消費貸借 債務者 Ｂ

平成４年３月９日設定 抵当権者 Ｆ社

４ 順号３の抵当権移転 平成９年６月○日 平成８年10月１日 抵当権者 Ｇ社
債権譲渡

５ 順号４の抵当権移転 平成14年12月○日 平成14年11月7日 抵当権者
代位弁済 ○○○○（請求人）

６ 順号１の抵当権抹消 平成16年10月○日
平成16年10月27日

弁済

７ 順号２の抵当権抹消 平成16年10月○日 平成16年10月27日
解除

８ 順号５の抵当権抹消 平成16年10月○日 平成16年10月27日
混同


